
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ７ 府 省 庁 名  内閣府               

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（       ） 

要望 

項目名 
地域再生事業実施のための土地・建物等の取得等に対する課税の特例 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要）、特例措置の内容 

 

 地域再生計画に基づき、当該事業の用に供するために、当該認定地域再生計画に記載されている区域内の

土地・建物等の取得等を行った場合に、下記の税制上の特例措置を講じる。 

 

①土地・建物等の所有者 

地域再生計画に基づき一定の地域再生事業を実施する事業者へ土地・建物等の貸付を行う場合において、

固定資産税を軽減 

②土地・建物等を取得して地域再生事業を行う事業者 

地域再生計画に基づき一定の地域再生事業を実施するために土地・建物等の取得を行う場合において、不

動産取得税・固定資産税を軽減 

 

（※）対象となる地域再生事業については、今後の「まち・ひと・しごと創生本部」での議論を踏まえ、検

討・整理予定。 

 

 

関係条文 

 

減収 

見込額 

［初年度］  ―   （  ―  ）  ［平年度］  ―   （  ―  ） 

［改正増減収額］  ―                            （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

地域再生事業を実施するために土地・建物等を取得する事業者及び土地・建物等を事業者へ貸付する所有

者に対して税制上の優遇措置を講じることにより、地域再生事業を行う事業者の増加や地域の空き店舗等の

利活用を通じて、地域再生の推進を図る。 

 

（２）施策の必要性 

地域再生法に基づき、地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生を総合

的かつ効果的に推進するために、事業者が新たに地域再生に資する事業を実施することをより容易にするこ

とが重要であり、事業者及び土地・建物等所有者に対して、税制上の特例措置によるインセンティブを付与

する必要がある。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

― 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

政策６ 地域活性化の推進 

施策３ 地域再生計画の認定 

政策の 

達成目標 

地域経済の活性化、地域における雇用機会の創出その他の地域の活力の再生に資する取組を

支援することで、地域再生の取組が強化されることを目標とする。 

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

平成 28年度まで 

同上の期間中

の達成目標 

地域再生計画の計画期間が終了した地方公共団体に対する調査で、「目標を上回っている」「目

標どおり」とした計画の割合：７０％ 

政策目標の 

達成状況 

これまで認定された地域再生計画に記載された目標について、支援措置ごとの目標達成状況

の割合は、「目標を上回っている」「目標どおり」をあわせて 59.4％となっている。 

 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

― 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 
地域再生事業を実施するために土地・建物等を取得する事業者及び土地・建物等を事業者へ

貸付する所有者に対して税制上のインセンティブを付与することは、地域再生事業を実施する
事業者の増加につながり、地域再生の促進として有効なものと考えられる。 
また、本特例措置により、認定地域再生計画に記載されている区域内の空き店舗等の利活用

の促進に寄与することで、既存ストックの活用や雇用創出等を通じて、地域の活性化に資する。 
 
 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 

― 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

 

― 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 

― 

要望の措置の 

妥当性 

本特例措置は、地域再生事業を実施する事業者及びその事業者へ土地・建物等を貸付する所

有者に対する税制上のインセンティブを付与するものであり、地域における自主的・自立的な

支援を促すものであることから、地域再生制度の趣旨に見合うものとして妥当である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

 

― 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

― 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

 

― 

前回要望時の 

達成目標 

 

― 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 

― 

 

 

これまでの要望経緯 

 
― 
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